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新規事業及び重要事業総括表

Ⅰ 総 額

【一般会計】

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策 （単位 千円）

施策１－２ 学校教育の充実

Ｐ １ 小・中学校適正規模及び適正配置事業 【教育総務課】 ３，５５４

Ｐ ２ 一部新規等 スクールバス運行事業 【教育総務課】 ６５，８５６

Ｐ ３ 小学校教育ＩＣＴ環境整備事業 【教育総務課】 １８９，４４０

中学校教育ＩＣＴ環境整備事業 【教育総務課】 ７９，８８９

Ｐ ４ 小学校施設改修事業 【教育総務課】 ７５，５９０

Ｐ ５ 中学校施設改修事業 【教育総務課】 １５，１１８

Ｐ ６ 鴻巣市立小学校給食費多子世帯保護者負担軽減事業【教育総務課】 ２７，２９８

鴻巣市立外小学校等給食費等多子世帯保護者負担軽減事業【教育総務課】 ９９４

鴻巣市立外中学校等給食費等多子世帯保護者負担軽減事業【教育総務課】 ３４６

Ｐ ７ 新 規 小学校給食食材費物価高騰分支援事業（繰越明許費）【教育総務課】 ２６，３４９

Ｐ ８ 一部新規等 中学校給食運営事業 【教育総務課】 ４２５，８９０

中学校給食運営事業（繰越明許費分） 【教育総務課】 １２，８５７

Ｐ ９ 一部新規等 コミュニティ・スクール推進事業 【学務課】 １，７５０

Ｐ１０ 新 規 県外私立高等学校等入学金補助事業 【学務課】 ３，２００

Ｐ１１ 一部新規等 児童就学援助事業 【学務課】 ４３，１６３

一部新規等 生徒就学援助事業 【学務課】 ４７，６９３

Ｐ１２ 学力向上支援事業 【学校支援課】 ３０，４２９

Ｐ１３ 小学校ふれあいサポート事業 【学校支援課】 ６２，５２８

中学校ふれあいサポート事業 【学校支援課】 ３４，３５５

施策１－４ 市民文化・生涯学習の充実

Ｐ１４ 一部新規等 郷土芸能振興事業 【生涯学習課】 ９３０

Ｐ１５ 一部新規等 文化芸術振興事業 【生涯学習課】 １６，１２４

施策１－５ スポーツの振興

Ｐ１６ 一部新規等 公共施設予約システム事業 【スポーツ課】 １５，９０９

Ｐ１７ スポーツフェスティバル開催事業 【スポーツ課】 ４，５７４

区分 令和６年度 令和５年度 伸び率

予算総額 ３，３２４，８８７千円 ３，５２７，８６８千円 △５．８％

一般会計構成比 ８．２％ ９．０％ －
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小・中学校適正規模及び適正配置事業

担当 教育総務課 小・中学校適正配置担当

内線 ３３６３

１ 目 的

「適正規模・適正配置に関する基本的な考え方」に基づき、対象となる地域や保護者と意見交換を行

い、学校規模の適正化を進め、子どもたちにとってより良い教育環境を整備する。

２ 事業内容

（１）小谷小学校の閉校と通学区域の再編に向けた取組（予算額 １，８００千円）

令和７年４月１日の小谷小学校の閉校と通学区域の再編に伴い、教職員や自治会、ＰＴＡの代

表者等で組織する統合準備委員会を設置し、閉校式典や、児童や保護者を対象とした交流事業、

記念誌や記念品の作成、ＰＴＡ組織の摺合わせ、通学体制や跡地利活用に関する協議等を行い、

子どもたちが安心して新たな環境で学校生活を送ることができるよう検討し、対応する。

（２）義務教育学校（小中一貫教育校）の新設に向けた検討（予算額 ３００千円）

川里中学校と３つの小学校（広田・屈巣・共和小学校）の施設を一体的に整備し、施設一体型

の義務教育学校（小中一貫教育校）の新設に向けて取組む。

鴻巣市立小・中学校のあり方研究懇話会において、３つの地域の自治会、保護者の代表や教職

員等の関係者により、令和５年度に策定した基本構想・基本計画について、意見交換を行い、今

後の学校整備に伴う設計業務に関する地域のニーズや課題を整理していく。

（３）大芦小学校の今後の方針に関する検討（予算額 １１千円）

大芦小学校と吹上小学校との統合については、令和５年度に実施した、鴻巣市立小・中学校の

あり方研究懇話会での意見を踏まえ、改めて、保護者をはじめとした地域の方々との意見交換を

行い、方向性を定める。

３ 予算額

３，５５４千円



一部新規・拡充
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スクールバス運行事業

担当 教育総務課 小・中学校適正配置担当

内線 ３３６３

１ 目 的

小中学校の適正配置等の取組により、通学区域の変更が行われた児童及び生徒に対して、通学の安全

確保及び負担軽減を図るために「鴻巣市スクールバス運行管理に関する要綱」に基づき、スクールバス

による登下校支援を実施する。

２ 事業内容

（１）笠原地域と鴻巣中央小学校間の運行（予算額 １５，０１８千円）

笠原地域から鴻巣中央小学校へ通学する児童に対してスクールバスを運行し、登下校支援を

実施している。

地域に７ヶ所の乗降場所を設け、マイクロバス３台を運行し、令和６年度は５８名の児童が利

用する予定。

現在は、郷地橋付近の歩道拡幅等の工事が行われており、通学路の安全性が確保できないこと

から、本市におけるスクールバスの基準である、学校から直線距離２㎞の範囲内の児童もスク

ールバスでの登下校支援の対象となっているが、工事が完了し、通学路の安全性が確保され次

第、他の地域と同様に徒歩での通学となる予定。

（２）北新宿地区と下忍小学校間の運行（予算額 ２９，７００千円）

北新宿地区から下忍小学校に通学する児童に対してスクールバスを運行し、登下校支援を実

施している。

北新宿生涯学習センターを乗降場所とし、令和６年度は中型バスを３台運行し、１０２名の児

童が利用する予定。

（３）常光地域と鴻巣中央小学校間の運行（予算額 １９，８００千円）

令和６年４月１日に常光小学校と鴻巣中央小学校が統合し、鴻巣市スクールバス運行管理に

関する要綱に基づき、登下校支援を実施するため、スクールバスを運行する。

地域に５ヶ所の乗降場所を設け、令和６年度はマイクロバスを３台運行し、６０名の児童が利

用する予定。

３ 予算額

６５，８５６千円

鴻巣中央小学校
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小学校教育ＩＣＴ環境整備事業・中学校教育ＩＣＴ環境整備事業

担当 教育総務課 総務担当

内線 ３３６４

１ 目 的

公正に個別最適化された学びの実現及び教職員の校務の負担軽減やワークライフバランスの向上を

図るため、小・中学校における教育 ICT 環境の整備及び保守管理を実施。また、小・中学校のネットワ

ーク通信環境を増強し、インターネットによるテストやデジタル教科書等、今後さらに見込まれる学習

者用端末等による利用機会の増加に備える。

２ 事業内容

（１）教職員端末等の借上料（予算額 小学校１１０，２４１千円 中学校４６，４１８千円）

令和３年度から５年間のＩＣＴ環境基盤整備

（２）サービス利用・活用支援料（予算額 小学校５７，３６１千円 中学校２４，１５９千円）

令和３年度から５年間のＩＣＴサービス利用基盤・活用支援提供

（３）ＩＣＴ通信料（予算額 小学校１９，０３８千円 中学校８，１１２千円）

令和３年度から５年間の全小中学校等へのインターネット接続環境と教職員モバイルルーター通

信環境の提供および小中学校通信網の増強

３ 予算額

小学校 １８９，４４０千円

中学校 ７９，８８９千円

学校でのＩＣＴ機器利用の様子



- 4 -

小学校施設改修事業

担当 教育総務課 施設管理担当

内線 ３３６６

１ 目 的

公共施設等総合管理計画に基づく、個別施設計画に位置付けられた修繕計画を基本とし、老朽化した

学校施設を計画的に改修することにより、児童が安全かつ快適に学校生活を送ることができる教育環

境を整備する。

２ 事業内容

令和６年度予定事業

・松原小学校①-1 棟、①-2 棟外壁等改修工事（予算額 ５７，０００千円）

・広田小学校：県道鴻巣羽生線歩道整備事業に伴う支障物件移設工事（予算額 ８，６９０千円）

・鴻巣中央小学校①棟⑧棟屋上防水等改修設計業務委託（予算額 ８，０００千円）

３ 予算額

７５，５９０千円

松原小学校：Ｒ５年度施工（屋上防水改修等工事） 広田小学校：県道鴻巣羽生線歩道整備事業拡幅イメージ図

鴻巣中央小学校：屋上防水等改修設計業務委託
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中学校施設改修事業

担当 教育総務課 施設管理担当

内線 ３３６６

１ 目 的

公共施設等総合管理計画に基づく、個別施設計画に位置付けられた修繕計画を基本とし、老朽化した

学校施設を計画的に改修することにより、生徒が安全かつ快適に学校生活を送ることができる教育環

境を整備する。

２ 事業内容

令和６年度予定事業

国土交通省が施行する「埼玉 17 号改築（上尾道路）工事」において、鴻巣西中学校の敷地の一部

が事業対象用地となっており、支障物件の移設工事を行うための設計業務委託

・鴻巣西中学校施設移設等設計業務委託（予算額 １５，０２６千円）

３ 予算額

１５，１１８千円

鴻巣西中学校平面図

上尾道路事業用地

鴻巣西中学校
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鴻巣市立小学校給食費多子世帯保護者負担軽減事業

担当 教育総務課 学校給食担当

電話 ０４８－５４３－５３３３

１ 目 的

多子世帯の保護者が負担する学校給食費の負担軽減を図る。

２ 事業内容

市立小学校に通学する児童のうち、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者か

ら数えて３人目以降の児童を養育している保護者に対し、３人目以降の児童分の学校給食費を免除す

る。

３ 予算額

２７，２９８千円

鴻巣市立外小学校等給食費等多子世帯保護者負担軽減事業

鴻巣市立外中学校等給食費等多子世帯保護者負担軽減事業

担当 教育総務課 学校給食担当

電話 ０４８－５４３－５３３３

１ 目 的

多子世帯の保護者が負担する学校給食費等の負担軽減を図る。

２ 事業内容

市立外小・中学校等に通学する児童生徒のうち、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間

にある者から数えて３人目以降の児童生徒を養育している保護者に対し、３人目以降の児童生徒分の

学校給食費等について、本市小・中学校給食費を限度に給付する。

３ 予算額

鴻巣市立外小学校等給食費等多子世帯保護者負担軽減事業 ９９４千円

鴻巣市立外中学校等給食費等多子世帯保護者負担軽減事業 ３４６千円



新規
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小学校給食食材費物価高騰分支援事業

担当 教育総務課 学校給食担当

電話 ０４８－５４３－５３３３

１ 目 的

物価高騰の影響により学校給食食材費が高騰する中、学校給食費の保護者負担を増やすことなく、学

校給食摂取基準に基づいた安全・安心でおいしい学校給食を安定的に提供していくため、また、旬の味

わい、伝統や郷土食の食文化を学び、食を楽しむことができる献立を提供するため、食材費物価高騰分

を支援する。

２ 事業内容

国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、令和６年４月分から令和７年３月分まで

の児童の学校給食食材費物価高騰分１食当たり２５円を小学校長へ補助する。

３ 予算額

２６，３４９千円（繰越明許）

令和５年度市民の日献立

ひなちゃんパンを片手にニッコリ
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中学校給食運営事業

担当 教育総務課 学校給食担当

電話 ０４８－５４３－５３３３

１ 目 的

学校給食が生徒の心身の健全な発達に資するものとし、かつ、食に関する正しい理解と判断力を養う

食育にも大きな影響を与えることを鑑み、学校給食法に基づき、安全・安心でおいしい学校給食を提供

する。

２ 事業内容

（１） 中学校給食運営

共同調理方式により、学校給食調理等業務委託業者が、中学校給食センターで調理した学

校給食を、市内８校へ配送し、生徒へ提供する。

（２）学校給食費の多子世帯保護者負担軽減 ５，０３４千円

市立中学校に通学する生徒のうち、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間に

ある者から数えて３人目以降の生徒を養育している保護者に対し、３人目以降の生徒分の学

校給食費を免除する。

（３）学校給食食材費物価高騰分への支援 【新規】 １２，８５７千円（繰越明許費）

国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、保護者の費用負担を増やすこと

なく、令和６年４月分から令和７年３月分までの生徒の学校給食食材費物価高騰分１食当た

り２５円を支援する。

３ 予算額

４２５，８９０千円

１２，８５７千円（繰越明許費）

令和５年度市民の日記念献立

㈱西武ライオンズからの提供レシピ

「若獅子カレー」
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コミュニティ・スクール推進事業

担当 学務課 教職員担当

内線 ３３２３

１ 目 的

鴻巣市学校運営協議会規則に基づき、教育委員会及び校長の権限と責任の下、保護者、地域住民等の

学校運営への参画及びこれらの者による学校運営への支援の促進を図ることにより、学校と保護者、地

域住民等が信頼関係を深め、一体となって学校運営の改善及び児童生徒の健全育成に取り組むことを

目的とし、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４７条の５に規定された「学校の運営及び当該

運営への必要な支援に関して協議する機関」として「学校運営協議会」（コミュニティ・スクール）を

各小・中学校へ設置する。

２ 事業内容

・ 令和６年度において、地域住民や保護者が学校運営に参画する仕組みである学校運営協議会制度

を全ての小・中学校において導入する。

（学校評議員制度から学校運営協議会制度への完全移行）

・ 協議会の委員は各校１０人以内（対象校の校長、教職員を含む。）とし、鴻巣市特別職の職員で非

常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例第２条の規定により年額１０，０００円を支給する。

・ 開催日時や議事録等については、市ホームページのほか市役所や両支所の市政情報閲覧コーナー

において公開。

・ 全校導入までの経緯

平成３０年度～ 鴻巣東小、吹上小

令和 ２年度～ 赤見台中

令和 ４年度～ 川里中

令和 ５年度～ 田間宮小、箕田小、鴻巣北小、赤見台第一小、鴻巣中央小（小学校： ５校）

鴻巣中、鴻巣北中、鴻巣西中 （中学校： ３校）

令和 ６年度～ 鴻巣南小、馬室小、松原小、赤見台第二小、小谷小、下忍小、大芦小、

屈巣小、共和小、広田小 （小学校：１０校）

鴻巣南中、吹上中、吹上北中 （中学校： ３校）

３ 予算額 １，７５０千円



新規

- 10 -

県外私立高等学校等入学金補助事業

担当 学務課 学事担当

内線 ３３２０

１ 目 的

県外の私立高等学校（専攻科及び別科を除き、全日制に限る。）及び私立特別支援学校（高等部及び

専攻科に限る。）（以下「県外私立高等学校等」という。）に在学する生徒の保護者の経済的負担の軽減

と生徒の修学促進を図るため、市独自で、入学金に対する補助制度を実施する。

２ 事業内容

（１）補助対象者 県外私立高等学校等に在学（当該年度４月１日に県外私立高等学校等へ入学

し、引き続き同年５月１日現在で同校に在学）している生徒の保護者であって、

次に掲げる要件のいずれにも該当する者

・ 市内に住所を有し、引き続き１年以上居住していること。

・ 市税の滞納がないこと。

・ 別に定める所得基準を満たすこと。

（２）補助金の額 対象生徒１人当たり１００，０００円。ただし、補助金の交付は一生徒につき

入学初年度の１回に限る。

（３）所 得 基 準 所得要件の判定には、課税所得等をもとに以下のとおり算出した「判定額」を

用いる。

ア 保護者ごとの所得要件の判定額は次のとおり算出する。

【判定額】＝【（市民税の）課税標準額】×0.06－【市民税の調整控除の額】

イ 保護者が２人いる場合は、２人分の判定額を合算する。

ウ 保護者全員の判定額の合計が、１６２，３００円未満に当てはまるか確認

（４）交 付 手 順

① 補助金の交付を受けようとする場合は、補助金交付申請書（兼請求書）に、当該年度５月１日

以降の在学証明書等を添付して担当課へ提出する。

② 担当課において申請の内容を審査の上、補助金の交付の可否について決定し、補助金交付決定

通知書により、申請者に通知するとともに、補助金を交付することを決定したときは、申請者へ

補助金を交付する。

３ 予算額 ３，２００千円



一部新規・拡充

- 11 -

児童就学援助事業・生徒就学援助事業

担当 学務課 学事担当

内線 ３３２０

１ 目 的

学校教育法第１９条及び鴻巣市就学援助費支給要綱に基づき、経済的理由によって就学困難と認め

られる児童生徒又は就学予定者の保護者に対して、就学に必要な費用（以下「就学援助費」という。）

を支給する。

また、特別支援学校への就学奨励に関する法律の趣旨にのっとり、小・中学校へ就学する学校教育法

施行令第２２条の３に規定する障がいの程度に該当する児童生徒又は特別支援学級に就学する児童生

徒の保護者の経済的な負担を軽減するため、特別支援教育就学奨励費（以下「就学奨励費」という。）

を支給する。

２ 事業内容

・ 災害や感染症の発生等による学校の臨時休校等の緊急時においても、ＩＣＴの活用により全ての子

どもたちの学びを保障できるよう、令和６年度から、オンライン学習に係る通信費※について、就学

援助費及び就学奨励費による支援を行う。

※ 対象となる経費は、校長又は市が正規の教材として指定するもの等により提供される場合のオン

ライン学習に必要な経費とし、児童生徒が学校教育活動の一環として行うＩＣＴを活用した自宅

学習等におけるオンライン学習通信費を含む。

・ 児童就学援助事業（一部新規予算額 ４，０５８千円）

就学援助システム改修委託料 （予算額 ３４１千円）

指定する費目に対し、世帯支給機能を追加する。

要準要保護世帯児童就学扶助のうちオンライン学習通信費（予算額 ３，５００千円）

認定世帯に対し、年 １４，０００円の支援を行う。

特別支援教育就学奨励費扶助のうちオンライン学習通信費（予算額 ２１７千円）

認定世帯に対し、年 ７，０００円の支援を行う。

・ 生徒就学援助事業（一部新規予算額 ３，９８３千円）

要準要保護世帯生徒就学扶助のうちオンライン学習通信費（予算額 ３，８５０千円）

認定世帯に対し、年 １４，０００円の支援を行う。

特別支援教育就学奨励費扶助のうちオンライン学習通信費（予算額 １３３千円）

認定世帯に対し、年 ７，０００円の支援を行う。

３ 予算額

児童就学援助事業 ４３，１６３千円

生徒就学援助事業 ４７，６９３千円
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学力向上支援事業

担当 学校支援課 指導担当

内線 ３３１０

１ 目 的

支援員の配置やＩＣＴを活用した個別最適な学びにより、児童生徒一人一人の学力の底上げを図る。

２ 事業内容

（１）各校の実情に応じて学力向上支援員や理科支援員を配置し、算数及び小学校理科の授業への支

援を行う。

・配置人数 学力向上支援員 １１名 理科支援員 ４名

（２）データ解析による個別最適な学びを実践するためのシステムを構築する。

・小学４～６年生については、学力調査を実施し、ＷＥＢ分析システムによる児童の学力のデータ

化及び成績に合わせた苦手克服カリキュラムの自動生成により、児童の状況に応じた学習を提

供する。

・小学１～３年生については、一人一人の認知特性と読み書きスキルを把握し、それぞれの特性に

合わせた学習を提供するドリルソフトを導入する。

３ 予算額 ３０，４２９千円
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小学校ふれあいサポート事業・中学校ふれあいサポート事業

担当 学校支援課 教育支援センター

電話 ０４８－５６９－３１８１

１ 目 的

共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムとして、個別の教育的ニーズのある児童生徒

に対して、自立と社会参加を見据えて、教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる多様で柔軟

な仕組みを整備する。小・中学校における通常の学級、通級指導教室、特別支援学級等、連続性のある

「多様な学びの場」を用意する。

２ 事業内容

特別支援教育指導員や通級指導教室指導員等を配置し、障がいのある児童・生徒一人一人に応じた介

助・学習支援を行うとともに、障がいによる学習上、生活上の困難を克服し、自立に向けて必要な知識

及び技能の習得を支援する。

令和６年度は特別支援学級を鴻巣東小に新設し、吹上小、鴻巣中に増設する。

３ 予算額 小学校ふれあいサポート事業 ６２，５２８千円

中学校ふれあいサポート事業 ３４，３５５千円

特別支援学級及び通級指導教室の設置数（令和 6年度予定）

特別支援学級の授業の様子 通級指導教室（難聴・言語）の教室

特別支援学級及び通級指導教室 小学校 中学校
特別支援学級（知的障がい） 16 9

特別支援学級（自閉症・情緒障がい） 12 8
通級指導教室（難聴・言語障がい） 4 0

通級指導教室（発達障がい・情緒障がい) 3 2



一部新規・拡充
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郷土芸能振興事業

担当 生涯学習課 文化文化財担当

内線 ３３５１

１ 目 的

市内で活動する郷土芸能保存会に文化財の保存に要する経費に対し、補助金を交付するとともに５年

に１度開催される郷土芸能まつりを開催し、多くの市民に郷土芸能活動を周知することで、郷土芸能活

動の振興を図る。

２ 事業内容

郷土芸能保存会に活動経費に対する補助金を交付するとともに郷土芸能まつりを開催するにあたり、

市内で活動する郷土芸能保存会で連絡協議会を設置し、開催内容を協議する。また、郷土芸能まつり参加

団体に補助金を交付する。

３ 予算額 ９３０千円



一部新規・拡充
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文化芸術振興事業

担当 生涯学習課 文化文化財担当

内線 ３３５１

１ 目 的

鴻巣市の文化振興の推進を図るため鴻巣市文化芸術振興基本計画を策定すること及び芸術文化振興の

推進に寄与する事業を行う鴻巣市文化センターの指定管理者に補助金を交付し、芸術文化振興による地

域の活性化を図る。

２ 事業内容

令和６年度中に策定予定の鴻巣市文化芸術振興基本計画に関して意見をいただくため文化芸術振興審

議会を開催する。また鴻巣市文化センターへ芸術文化振興推進事業補助金を交付する。

３ 予算額 １６，１２４千円



一部新規・拡充

- 16 -

公共施設予約システム事業

担当 スポーツ課 施設管理担当

内線 ３３８５

１ 目 的

スポーツ施設や公民館等の空き状況確認や利用予約ができる公共施設予約システムの運用を行い、

施設利用者の利便性向上を図る。

２ 事業内容

（１）公共施設予約システム構築業務委託料（予算額 １２，９０６千円）

公共施設予約システムに、インタ―ネット上から利用料金等の支払いができるオンライン決済

機能を整備し、令和 7年 4月からの運用開始を目指すとともに、公共施設予約システムに未対応

だった施設にも新たに導入し、施設利用のさらなる利便性向上を図る。

（２）システム使用料 （予算額 ３，００３千円）

公共施設案内・予約システム使用料

３ 予算額 １５，９０９千円



- 17 -

スポーツフェスティバル開催事業

担当 スポーツ課 市民スポーツ担当

内線 ３３８２

１ 目 的

スポーツに親しむ機会を提供し、スポーツを通じて、うるおいと活力のあるスポーツ都市・鴻巣をつ

くるとともに、スポーツ、レクリエーション等を普及し、健やかで思いやりのあるまちづくりを推進す

る。

２ 事業内容

子どもから高齢者まで３世代がニュースポーツやパラスポーツ等のレクリエーション要素を取り入

れた様々なスポーツを楽しく体験できるフェスティバルとして開催し、スポーツに親しむ機会を提供

することにより生涯スポーツの推進を図る。また、「健康まつり」との同時開催によりラジオ体操や健

康増進等のコーナーを設け、健康への意識高揚を図る。

３ 予算額 ４，５７４千円

スポーツフェスティバルこうのす２０２３の様子


